別記第１号様式（第７条関係）
長岡市テレワーク対応型賃貸用オフィスリノベーション補助金交付申請書
　　年　　月　　日
　長岡市長　　様
所在地
名称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号
担当者氏名
　長岡市テレワーク対応型賃貸用オフィスリノベーション補助金の交付を受けたいので、誓約事項に誓約のうえ、関係書類を添えて申請します。
１　補助金交付申請額　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
２　添付書類
　(1)　補助事業計画書（第２号様式）
　(2)　リノベーションに要する見積書及び明細書
　(3)　リノベーション施設の図面等
　(4)　工程表

　(5)　法人の登記事項証明書
　(6)　市区町村税の未納がないことの証明書
　(7)　直近２期分の決算報告書及び勘定科目内訳明細書
　(8)　企業概要（パンフレット等）
　(9)　定款の写し
　(10) 前各号に掲げる書類のほか、市長が必要と認める書類
誓約事項は裏面
３　誓約事項
本申請を行うにあたり、次のことを誓約します。
　(1)　交付申請書及び添付書類に記載した情報に偽りはありません。
　(2)　「１　補助事業の内容」で、国、都道府県、市町村等が助成（左記以外の機関が、　
　　　国から受けた補助金等により実施する場合を含む。）する他の制度（助成金、補助金、
　　　委託費等）の利用はしていません。
　(3)　(2)の状況を確認するため、交付申請書及び添付書類に記載されている内容を、国、
　　　事務所又は事業所所在地の都道府県、市町村に提供することについて同意します。
　(4)　交付決定後に、当該補助金の補助対象経費について、国、都道府県、市町村等が助
　　　成する他の制度への申請があったと認められる場合、交付決定が取り消されること
　　　を承知しています。
　(5)　補助対象事業により整備した物件は賃貸用物件であり、申請者は利用しません。
　(6)　補助対象事業により整備した賃貸用物件は５年以上連続して維持管理します。
　(7)　市が行う当該補助金の調査等に協力することについて同意します。
　(8)　本補助金の公募要綱で規定する補助対象者及び補助要件に該当します。
　(9)　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に定める風俗営業者には該当
　　 しません。
　(10)　次の事項について、いずれにも該当しないことを誓約いたします。
また、次の事項に該当することとなった場合には、速やかに届け出るとともに、
長岡市テレワーク対応型賃貸用オフィスリノベーション補助金交付決定の取消し
など、長岡市の行う一切の措置について異議を申し出ません。
　ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77
　　号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（暴力団員
　　による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。
　　以下同じ。）が経営に実質的に関与していると認められる者
　イ　自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的を　
　　もって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められる者
　ウ　暴力団員と認められる者
　エ　暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的又は
　　積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与していると認められる者
　オ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者
　カ　法人にあっては、その役員(その支店又は営業所を代表する使用人を含む。)が、
　　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的　
　　をもって、暴力団又は暴力団員を利用していると認められるもの
　キ　法人にあっては、その役員のうちにウからオまでのいずれかに該当する者がある
　　もの
